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2022年６月10日

株　主　各　位
東京都町田市南成瀬四丁目21番地１

株 式 会 社 Ｔ Ｂ Ｋ
取締役社長 尾 方 　 馨

１．日 時 2022年６月29日（水曜日）午前10時

２．場 所 東京都町田市原町田三丁目２番９号

レンブラントホテル東京町田

地下１階　珊瑚の間

（末尾記載の「株主総会会場ご案内図」をご参照のうえご来場ください。）

第86回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第86回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの

で、ご通知申しあげます。

　なお、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、本株主総会に

つきましては、株主総会当日のご来場を極力お控えいただき、後記の

株主総会参考書類をご検討のうえ、以下のいずれかの方法によって、

可能な限り事前に議決権を行使してくださいますようお願い申しあげ

ます。

〔書面（議決権行使書）による議決権行使の場合〕

　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、2022年６月28日

（火曜日）午後５時15分までに到着するようご返送ください。

〔インターネット等による議決権行使の場合〕

　当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセ

スしていただき、画面の案内にしたがって、2022年６月28日（火曜日）午後５時

15分までに議案に対する賛否をご入力ください。

　なお、インターネット等による議決権行使に際しましては、４頁の「インター

ネット等による議決権行使のご案内」をご確認いただきますようお願い申しあげ

ます。

敬　具

記

－ 1 －



３．目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第86期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事業報

告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計

算書類監査結果報告の件

２. 第86期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）計算書

類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 定款一部変更の件

第２号議案 取締役６名選任の件

第３号議案 補欠監査役１名選任の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）

　議決権行使書面とインターネット行使により、重複して議決権を行使され

た場合は、インターネット等による議決権行使を有効なものとして取り扱わ

せていただきます。

　インターネット等により、複数回にわたり議決権を行使された場合は、最

後に行使されたものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。
　

 

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申しあげます。また、紙資源の節約のため、「本招集ご

通知」をご持参くださいますようお願い申しあげます。

　本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結注記表及び個別注記表につ

きましては、法令及び当社定款第16条に基づき、インターネット上の当社ウェブ

サイト（https://www.tbk-jp.com/）に掲載しておりますので、本招集ご通知の

提供書面には記載しておりません。したがいまして、本招集ご通知の提供書面

は、監査役会及び会計監査人が監査報告及び会計監査報告の作成に際して、監査

をした連結計算書類及び計算書類の一部であります。

　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が

生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.tbk-

jp.com/）に掲載させていただきます。
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新型コロナウイルス感染予防に関するお知らせ

本株主総会にご出席される株主様は、株主総会開催日現在の感染状況やご自

身の体調をお確かめのうえ、マスク着用などの感染予防にご配慮いただき、ご

来場賜りますようお願い申しあげます。体調がすぐれない株主様におかれまし

ては、どうぞご無理をなさらぬようお願い申しあげます。

壇上の当社役員及び本会場のスタッフは検温を含め体調を確認のうえ、マス

ク着用で対応いたします。会場内には株主様のための消毒液を設置いたしま

す。また、受付前にサーモグラフィーを設置し、体温が高い方や体調不良と見

受けられる方には、当社スタッフがお声掛けをして入場をお控えいただくこと

がございます。その他にも感染予防のための措置を講じておりますので、ご理

解とご協力をお願い申しあげます。

今後の状況により、株主総会の運営に大きな変更が生ずる場合は、インター

ネット上の当社ウェブサイト（https://www.tbk-jp.com/）に掲載いたしますの

で、ご確認いただきますようお願い申しあげます。
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行使
期限

2022年６月28日（火曜日）

午後５時15分入力完了分まで

インターネット等による議決権行使のご案内

　

QRコードを読み取る方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力するこ

となく、議決権行使サイトにログインすることができます。

以降は画面の案内に従って賛否

をご入力ください。

QRコードを用いたログインは１回
に限り可能です。
再行使する場合、もしくはQRコードを用い

ずに議決権を行使する場合は、右の「ログ

インID・仮パスワードを入力する方法」を

ご確認ください。

議決権行使書用紙に記載のQR

コードを読み取ってください。

1

2

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○

議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○

議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登

録商標です。

※議決権行使書はイメージです。

書面（郵送）及びインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決

権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議決

権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使

ウェブサイト
https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従っ

て賛否をご入力ください。

議決権行使ウェブサイト

にアクセスしてください。

新しいパスワードを登録

する。
「新しいパスワー
ド」を入力

「送信」を
クリック

議決権行使書用紙に記載

された「ログインID・仮

パスワード」を入力しク

リックしてください。

「ログインID・仮パ
スワード」を入力

「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。

1

2

3

4

パソコンやスマートフォンのインターネット等のご利用環境等によっては、議決権行使ウェブサイトが

ご利用できない場合があります。

インターネット等による議決権行使に関するお問い合せ

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク

0120-173-027
（通話料無料／受付時間 ９：00～21：00）

議決権電子行使プラットフォームについて

株式会社ICJが運営する「機関投資家向け議決権電子行使プラットフォーム」にご参加の株主様

は、当該プラットフォームより議決権を行使することができます。
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（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

（提供書面）

事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染拡大に

よる経済停滞後、個人消費や輸出等に持ち直しの動きが見られるものの、

半導体の供給不足や原材料価格の高騰による景気の下振れリスク、変異株

の感染拡大など、依然として先行き不透明な状況が続いております。

当社グループの関連するトラック製造業界は、新型コロナウイルス感染

拡大の影響から持ち直しましたが、半導体の供給不足等による生産遅延の

影響で普通トラック（積載量４トン以上）の国内登録台数は、77,293台と

前年度比10.0％の減少となりました。一方、アセアン向けを中心とした輸

出は、世界的な景気の回復を受けて拡大基調で推移いたしました。

このような状況のもと、当社グループの当連結会計年度における売上高

は、51,194百万円（前年度比16.5％増）となりました。損益面におきまし

ては、営業利益は598百万円（前年度比7.1％減）、経常利益は1,232百万円

（前年度比5.6％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は783百万円（前

年度は、親会社株主に帰属する当期純損失191百万円）となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。
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（日本）

日本における売上高は、28,487百万円（前年度比8.8％増）、営業利益

は、301百万円（前年度比14.9％増）となりました。前年度比では輸出向け

の受注が大幅に回復しておりますが、上期は東南アジアにおける新型コロ

ナウイルス感染拡大、下期は半導体不足による完成車メーカーの部品供給

に支障が発生し、工場が稼働を停止するなどの影響がありました。また、

原材料価格高騰の影響は大きく、営業利益減少の要因となりました。

（アジア）

アジアにおける売上高は、19,394百万円（前年度比24.1％増）、営業利

益は、933百万円（前年度比14.7％増）となりました。タイにおいては、上

期は半導体不足による完成車メーカーへの部品供給に遅延が発生したもの

の、新規受注の拡大により通期の売上高は増加いたしました。中国におい

ては、インフラ投資や不動産投資の停滞等により下期以降の需要が大幅に

減少しており、依然として不透明な状況が続いております。インドにおい

ては、前期における新型コロナウイルス感染拡大の反動で受注が大幅に回

復しました。

（北米）

北米における売上高は、3,312百万円（前年度比53.7％増）、営業損失

は、608百万円（前年度は、営業損失279百万円）となりました。前期にお

ける新型コロナウイルス感染拡大からの反動により受注は大幅に回復しま

したが、輸送コストの上昇、受注の急回復に伴うコストの増加、原材料価

格高騰などに加え、それらのコスト上昇分を販売価格へ転嫁できなかった

ことによる影響が大きく、厳しい状況が続いております。
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セグメントの名称
第　85　期

2021年３月期

第　86　期

(当連結会計年度)

2022年３月期

前年度比

日 本
売上高

ブレーキ
百万円

13,809

百万円

12,801

％

△7.3

エンジンコン

ポーネント他
12,362 15,685 26.9

26,172 28,487 8.8

営業利益 262 301 14.9

アジア
売上高

ブレーキ 5,435 6,244 14.9

エンジンコン

ポーネント他
10,193 13,149 29.0

15,628 19,394 24.1

営業利益 813 933 14.7

北 米
売上高

ブレーキ ― ― ―

エンジンコン

ポーネント他
2,155 3,312 53.7

2,155 3,312 53.7

営業損失(△) △279 △608 ―

合 計
売上高 43,956 51,194 16.5

営業利益 644 598 △7.1

企業集団の売上・利益概況

（注）売上高につきましては、内部売上高を除いた外部顧客への売上高及び各地域に

おける営業利益（営業損失）を記載し、百万円未満を切り捨てた金額としてお

ります。
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②　設備投資の状況

　当連結会計年度における設備投資額は、2,620百万円となりました。

　中国及びタイを中心とした新規受注・設計変更に伴う設備投資、国内外

における生産合理化投資が主なものであります。

③　資金調達の状況

　当連結会計年度中の資金調達につきましては、経常的な調達のみであ

り、特筆すべき事項はございません。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　該当事項はありません。

区 分
第　83　期
2019年３月期

第　84　期
2020年３月期

第　85　期
2021年３月期

第　86　期
(当連結会計年度)
2022年３月期

売 上 高 ( 百 万 円 ) 53,637 51,340 43,956 51,194

経 常 利 益 ( 百 万 円 ) 1,554 944 1,306 1,232

親会社株主に帰属する当期純利益
又 は 親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 （ △ ） ( 百 万 円 )

1,029 △3,116 △191 783

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益
又 は １ 株 当 た り
当 期 純 損 失 （ △ ） ( 円 )

35.09 △107.10 △6.75 27.62

総 資 産 ( 百 万 円 ) 55,341 48,949 49,201 50,476

純 資 産 ( 百 万 円 ) 30,947 25,449 26,341 28,479

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）１. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を当連結

会計年度の期首から適用しており、当連結会計年度に係る各数値については、当該会

計基準等を適用した後の数値となっております。

２. 第84期より株式給付信託（BBT）が保有する当社株式を、「１株当たり当期純利益」

の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
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会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容

(連結子会社)

東 京 精 工 株 式 会 社 300百万円 100.0％
ブレーキ部品、ポンプ、エンジ
ン関連部品の製造販売

テ ィ ー ビ ー ア ー ル
株 式 会 社

375百万円 100.0％
ブレーキ部品、ポンプ部品、エ
ンジン関連部品の製造販売

木 村 可 鍛 株 式 会 社 95百万円 100.0％
ダクタイル鋳鉄品、可鍛鋳鉄
品、ねずみ鋳鉄品の製造販売

株式会社サンテック 50百万円 100.0％
機械設計業、金属工作機械製造
業、金属加工機械卸売業

T B K 販 売 株 式 会 社 160百万円 100.0％
ブレーキ部品、ポンプ、ポンプ
部品の販売

TBKK (Thailand)
Co., Ltd.

243百万
バーツ

94.8％
（5.6％）

ブレーキ、ポンプ、エンジン関
連部品の製造販売

TBK India
Private Ltd.

288百万
ルピー

80.0％
（20.0％）

ポンプの製造販売

TBK America, Inc.
23百万
米ドル

100.0％ ポンプの製造販売

Full Win
Developments Ltd.

15百万
香港ドル

100.0％ ブレーキライニングの販売

Dongguan TBK Co., Ltd.
33百万

香港ドル
100.0％

（100.0％）
ブレーキライニング、ポンプの
製造販売

Changchun TBK
SHILI Auto Parts
Co., Ltd.

78百万
人民元

100.0％ ブレーキライニングの製造販売

Tongchuan TBK
Auto Parts Co., Ltd.

101百万
人民元

100.0％
（100.0％）

ブレーキライニングの製造販売

 (持分法適用関連会社)

Changchun FAWSN TBK
Co., Ltd.

160百万
人民元

40.0％ ブレーキの製造販売

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　　該当事項はありません。

②　重要な子会社及び関連会社の状況

（注）出資比率の（　）内は間接所有割合であります。
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(4) 対処すべき課題

　当社グループでは「お客様に喜んで頂く商品をつくり、社会に貢献する」を経

営理念に掲げております。社会のニーズを先取りした提案型の営業、製品開発、

設計、生産を行うとともに、製品の安全性を高め、しっかりとした品質が保証で

きるものづくりに真摯に取り組み、広く社会にとって必要な企業であり続けるこ

とが、株主の皆様をはじめ、当社を取り巻くすべてのステークホルダーにとっ

て、真の企業価値の向上をもたらすものと考えております。

　世界的な合従連衡やそれに伴うサプライチェーンの変動、本格的なCASE

（Connected、Autonomous、Shared、Electric）時代を迎え、自動車産業の構造

は激変しております。

　こうした環境変化へ的確に対応するため、当社グループでは2019年４月より、

「第14次中期経営計画」（以下、中期経営計画を「中計」といいます。）におい

て、「既存事業の収益性回復」と「次世代を見据えた事業基盤の創出」に経営資

源を集中してまいりました。

　14次中計では、連結売上高600～650億円、同営業利益率５～７％、ROE７～

９％を目標に掲げてまいりましたが、新型コロナウイルス感染拡大の影響による

経済活動の停滞、半導体不足や原材料価格の高騰などの外部要因に加え、拡販目

標の未達、北米事業の立て直しの遅れ、国内事業の収益力低下に対する抜本的な

対策の未着手により、最終年度の実績は目標に対して未達となりました。

　上記を踏まえ、2022年４月よりスタートした15次中計では、自動車産業だけで

はなく、全産業が大きな変革期を迎える中、「企業価値向上の取組み」「新領域

への挑戦」「ESG経営の取組み」に経営資源を集中し、諸施策に取り組んでまい

ります。

① 企業価値向上の取組み

　国内市場縮小及び海外への生産シフトに対応するため、既存事業の抜本的な改

革を実行してまいります。各地域の市場規模に応じた生産体制の再構築を進め、

収益基盤の改善に繋げてまいります。2022年４月から地域・機能統括制度を導入

し、意思決定の迅速化や連携強化を図り、国内工場の再編や北米事業の黒字化に

注力いたします。

② 新領域への挑戦

　乗用車に比べて遅れてはいるものの、商用車でもxEV（各種電動車）化への動

きが顕著であり、電動化に向けた先行投資を積極的に行います。その一例とし

て、自社開発のエンジンアシストシステムを、各自動車及び建産機メーカーへ販

促しております。また、新型ブレーキユニットや電動ポンプの開発を進めつつ、

自動車及び建産機メーカーの動向把握に努め、自社開発、業務提携などによる新

製品の開発、拡販に繋げてまいります。
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　そのほか、EV化への対応としてアルミ鋳物事業や、自動車産業で培った技術を

活かし、ロボット産業におけるソリューション事業への参入を図ってまいりま

す。

③ ESG経営の取組み

　サステナビリティ経営の重要性が増す昨今、サステナビリティへの全社的な取

組みや推進戦略に関する立案及び推進体制を強化するため、2021年12月１日付で

サステナビリティ推進室を新設しました。今後、以下の課題に取り組んでまいり

ます。

　E：バリューチェーン全体で、2030年度までにCO2排出量の46％削減（国内）を

目指します。

　S：多様性のある人材の確保・活用に向けて、働きがいのある職場づくりを目

指します。

　G：コーポレートガバナンスの強化として、政策保有株式の縮減や後継者育成

計画の策定に取り組みます。

　以上の方針の下、15次中計最終年度となる2025年３月期に、連結売上高600億

円、同営業利益率５％、ROE８％を目指してまいります。

(5) 主要な事業内容（2022年３月31日現在）

各種自動車用・産業機械用のブレーキ、ウォーターポンプ・オイルポン

プ・電動ポンプ、エンジン関連部品の製造販売。

本 社 東京都町田市

福 島 工 場 福島県石川郡玉川村

東 京 精 工 株 式 会 社 福島県石川郡玉川村

ティービーアール株式会社 山形県鶴岡市

TBKK (Thailand) Co., Ltd. タイ国チョンブリ県

(6) 主要な営業所及び工場（2022年３月31日現在）

①　当社

②　子会社
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使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

2,008（769）名 △52（77）名

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

361（109）名 △9（△3）名 40.6歳 13.9年

(7) 使用人の状況（2022年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

（注） 使用人数は就業員数であり、臨時従業員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載して

おります。

②　当社の使用人の状況

（注） 使用人数は就業員数であり、臨時従業員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載して

おります。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,705百万円

株 式 会 社 横 浜 銀 行 2,535

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 535

(8) 主要な借入先の状況（2022年３月31日現在）

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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①　発行可能株式総数 76,000,000株

②　発行済株式の総数 29,424,635株

③　株主数 16,936名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行
株 式 会 社 ( 信 託 口 )

3,047千株 10.39％

い す ゞ 自 動 車 株 式 会 社 2,798 9.54

B B H  F O R  F I D E L I T Y  P U R I T A N  T R :
F I D E L I T Y  S R  I N T R I N S I C
O P P O R T U N I T I E S  F U N D

1,800 6.14

朝 日 生 命 保 険 相 互 会 社 1,610 5.49

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,423 4.85

株 式 会 社 横 浜 銀 行 1,423 4.85

三 菱 重 工 エ ン ジ ン ＆
タ ー ボ チ ャ ー ジ ャ 株 式 会 社

1,341 4.57

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行
（ 信 託 Ｅ 口 ）

951 3.24

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK
F U N D  ( P R I N C I P A L  A L L  S E C T O R
S U B P O R T F O L I O )

868 2.96

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 662 2.26

株 式 数 交付対象者数

取締役（社外取締役を除く） 6,500株 1名

社外取締役 2,200株 1名

監査役 － －

２．会社の現況

(1) 株式の状況（2022年３月31日現在）

④　大株主（上位10名）

（注）１. 持株比率は自己株式（101,051株）を控除して計算しております。

２. 自己株式には、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する、取締役（社外

取締役を含みます。）及び執行役員向けの株式給付信託（BBT）951,300株は含まれて

おりません。

⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に交付した株式の状況

（注）１. 当社の株式報酬の内容につきましては、16頁「２．(4)②取締役及び監査役の報酬

等」に記載しております。

２. 上記は、退任した会社役員に対して交付された株式も含めて記載しております。
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(2) その他株式に関する重要な事項

　該当事項はありません。

(3) 新株予約権等の状況

① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況（2022年３月31日現在）

該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

該当事項はありません。

③ その他新株予約権等の状況

該当事項はありません。

氏 名
会 社 に お け る
地 位 及 び 担 当

重 要 な 兼 職 の 状 況

岸 　 高 明
取 締 役 社 長
（ 代  表  取  締  役 ）

山 田 健 次
取 締 役 専 務 執 行 役 員
企 画 ・ 管 理 部 門 統 括

丁 　 旭 威 取 締 役 常 務 執 行 役 員 Changchun FAWSN TBK Co., Ltd.総経理

尾 方 　 馨 取 締 役 常 務 執 行 役 員 TBKK (Thailand) Co., Ltd.代表取締役社長

千代田　有　子 取 締 役
千代田法律事務所代表
クリナップ株式会社社外取締役

渡 邊 正 三 取 締 役

深 谷 達 大 常 勤 監 査 役

大 塚 啓 一 監 査 役
大塚公認会計士事務所代表
ソフトバンクグループ株式会社社外監査役

遠 山 　 彰 監 査 役 菱信データ株式会社代表取締役社長

(4) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（2022年３月31日現在）
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（注）１. 取締役尾方馨氏は、2022年４月１日付で当社代表取締役に就任しております。

２. 取締役千代田有子氏及び渡邊正三氏は、社外取締役であります。

３. 常勤監査役深谷達大氏並びに監査役大塚啓一氏及び遠山彰氏は、社外監査役でありま

す。

４. 監査役大塚啓一氏は、1982年８月に公認会計士登録をし、長年監査法人にて監査実務

に携わるとともに代表社員を務められ、財務及び会計に関する専門的な知見を有して

おります。

５. 当社は、社外取締役千代田有子氏及び渡邊正三氏並びに社外監査役深谷達大氏、大塚

啓一氏及び遠山彰氏を東京証券取引所の規定に基づく独立役員として指定し、同取引

所に届け出ております。

②　取締役及び監査役の報酬等

イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、2021年２月24日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬

等の内容にかかる決定方針を決議しております。当該取締役会の決議に際し

ては、あらかじめ決議する内容について指名・報酬委員会（委員長及び委員

の半数以上を独立社外取締役で構成）へ諮問し、答申を受けております。

　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、

報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議され

た決定方針と整合していることや、指名・報酬委員会からの答申が尊重され

ていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しており

ます。

　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

１．基本方針

　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブと

して十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の

報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針と

する。具体的には、業務執行取締役の報酬は、固定報酬としての「基本報

酬」及び「株式報酬」、変動報酬としての「業績連動賞与」及び「業績連動

型株式報酬」により構成し、監督機能を担う社外取締役については、固定報

酬としての「基本報酬」及び「株式報酬」を支払うこととする。

２．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬

等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。）

　基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて他社水

準、当社の業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決

定するものとする。
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３．業績連動報酬等並びに非金銭報酬等の内容及び額または数の算定方法の

決定に関する方針（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含

む。）

(1)業績連動報酬等は、業績連動賞与と業績連動型株式報酬により構成され

る。

ａ．業績連動賞与は、評価期間の業績及び役位、取締役（社外取締役を除

く）の成果等を総合的に判断し、各事業年度の連結営業利益の目標値

に対する達成度合いに応じて算出された額を業績連動賞与として、一

定の時期に支給する。目標となる業績指標とその値は、中期経営計画

と整合するよう計画策定時に設定し、適宜、環境の変化に応じて指

名・報酬委員会の答申を踏まえた見直しを行うものとする。

ｂ．業績連動型株式報酬は後記(2)ｂの通りとする。

(2)非金銭報酬等は、株式報酬及び業績連動型株式報酬により構成し、職務

執行の対価としてポイントを付与する。当該ポイントは、退任時までの

累積ポイントを１ポイント＝１株に換算し退任時に給付する。

ａ．株式報酬は、取締役が株価上昇によるメリットのみならず、株価下落

リスクまでも株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と

企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的とする。また、社

外取締役に関しては、当社の経営の健全性と社会的信頼の確保を通じ

た当社に対する社会的評価の向上を動機付けることを目的とする。株

式報酬の額の決定方法は、取締役会の決議により決定した役員株式給

付規則に基づき、事業年度ごとにポイントを付与する。

ｂ．業績連動型株式報酬は、短計業績評価係数及び中計業績評価係数の２

つの観点から評価を行う制度とし、短計、中計それぞれの目標値に対

する達成率に役位ごとに定めた短計ウエイト及び中計ウエイトを乗じ

て算出し、事業年度ごとにポイントを付与する。なお、業績評価の指

標は、連結営業利益率の目標値に対する達成率を採用する。短計ウエ

イト及び中計ウエイトや目標となる業績指標とその係数等は、役員株

式給付規則に定め、適宜、環境の変化に応じて指名・報酬委員会の答

申を踏まえた見直しを行うものとする。

ｃ．業績連動型株式報酬の算定方法の内容は以下の通りとする。

付与ポイント数＝役位ポイント× 短計ウエイト× 短計業績評価係数

＋役位ポイント× 中計ウエイト× 中計業績評価係数
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役 位 基 本 報 酬 株 式 報 酬 業 績 連 動 賞 与 業 績 連 動 型

株 式 報 酬

代表取締役 5 1 2 2

取締役 6 1 2 1

社外取締役 9 1 － －

区 分
報 酬 等
の 総 額

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額

人 数

基 本 報 酬 株 式 報 酬 業績連動賞与
業績連動型
株 式 報 酬

取 締 役
(うち社外取締役)

128百万円
(11)

117百万円
(10)

9百万円
(0)

－
(－)

1百万円
(－)

8名
(3)

監 査 役
(うち社外監査役)

22
(22)

22
(22)

－
(－)

－
(－)

－
(－)

3
(3)

合 計
(うち社外役員)

150
(34)

140
(33)

9
(0)

－
(－)

1
(－)

11
(6)

４．金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の

個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

　業務執行取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模

や関連する業種・業態に属する企業をベンチマークとする報酬水準を踏ま

え、上位の役位ほど業績連動報酬のウエイトが高まる構成とし、取締役会の

任意の諮問機関である指名・報酬委員会において検討を行う。取締役会（５

の委任を受けた代表取締役社長）は指名・報酬委員会の答申内容を尊重し、

当該答申で示された種類別の報酬割合の範囲内で取締役の個人別の報酬等の

内容を決定することとする。

　なお、報酬等の種類ごとの比率の目安は、おおよそ次の通りとする。

（目標とする営業利益率を100%達成の場合）

５．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

　個人別の報酬額については、指名・報酬委員会にて審議したうえで、取締

役会決議に基づき代表取締役社長がその具体的内容について委任を受けるも

のとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額及び各取締役の担当事

業の業績を踏まえた業績連動賞与の評価配分とする。取締役会は、当該権限

が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、指名・報酬委員会に原案

を諮問し答申を得るものとし、上記の委任を受けた代表取締役社長は、当該

答申に基づき指名・報酬委員会の意見を尊重して決定しなければならないこ

ととする。

ロ．当事業年度に係る報酬等の総額等
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（注）１. 上表には、2021年６月29日開催の第85回定時株主総会終結の時をもって退任した取締

役２名（うち社外取締役１名）を含んでおります。

２. 業績連動賞与にかかる業績指標は、各事業年度の連結営業利益の目標値に対する達成

度合いであり、その目標値は1,600百万円で、その実績は598百万円であります。業績

連動型株式報酬にかかる業績指標は、連結営業利益率の目標値に対する達成率であ

り、その目標値は短計では３％、中計では５～７％であり、その実績は1.2％であり

ます。当該指標を選択した理由は、連結営業利益は主たる業務から算出される指標で

あり、その目標値に対してどの程度達成できたか、明確に計ることができると判断し

たためであります。なお、当社の業績連動賞与及び業績連動型株式報酬の算定方法

は、「②イ３．業績連動報酬等並びに非金銭報酬等の内容及び額または数の算定方法

の決定に関する方針（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含

む。）」に記載の通りであります。

３. 非金銭報酬等の内容は、株式報酬及び業績連動型株式報酬であり、割り当ての際の条

件等は、「②イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等」のとおりであります。ま

た、当事業年度における交付状況は、14頁「２．(1)⑤当事業年度中に職務執行の対

価として当社役員に交付した株式の状況」に記載しております。

４. 取締役の金銭報酬限度額は、2013年６月20日開催の第77回定時株主総会において、年

額350百万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数

は、６名であります。

上記とは別枠で、2021年６月29日開催の第85回定時株主総会において、取締役（社外

取締役を含みます。）及び執行役員の株式報酬及び業績連動型株式報酬の額を対象期

間ごとに、720百万円（うち取締役分として420百万円（うち社外取締役分10百万

円））以内、また、給付される当社株式数の上限として１事業年度あたり339,100ポ

イント（うち取締役分として197,800ポイント（うち社外取締役分4,700ポイント））

と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、６名（うち社

外取締役は２名）であります。

５. 監査役の金銭報酬限度額は、2006年６月23日開催の第70回定時株主総会において、年

額40百万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数

は、３名（うち、社外監査役は２名）であります。

６. 取締役会は、代表取締役社長岸高明（2022年４月１日付で代表取締役会長に異動）に

対し、各取締役の基本報酬の額、また、代表取締役社長尾方馨（2022年４月１日付で

代表取締役社長に異動）に対し、社外取締役を除く各取締役の担当部門の業績等を踏

まえた業績連動賞与の評価配分の決定を委任しております。委任した理由は、当社グ

ループを取り巻く環境や経営状況等を当社グループにおいて最も熟知し、総合的に各

取締役の報酬額を決定できると判断したためであります。なお、委任された内容の決

定に当たっては、事前に独立社外取締役を主要な構成員とする、指名・報酬委員会が

その妥当性等について確認しております。

７. 株式報酬及び業績連動型株式報酬は、役員株式給付引当金の繰入額であります。
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③　責任限定契約の内容の概要

　当社は、2015年６月18日開催の第79回定時株主総会で定款を変更し、取

締役（業務執行取締役等を除く）及び監査役の責任限定契約に関する規定

を設けております。

　当該定款に基づき当社が社外取締役及び監査役の全員と締結した責任限

定契約に基づく損害賠償責任の限度額は、100万円又は法令が定める額の

いずれか高い額としております。

④　役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約

を保険会社との間で締結しており、当該保険契約により、被保険者が業務

に起因して損害賠償責任を負った場合における損害（ただし、保険契約上

で定められた免責事由に該当するものを除きます。）等を補填することと

しております。当該保険契約の被保険者の範囲は、当社及び子会社におけ

るすべての取締役、監査役並びに当社の執行役員であり、被保険者は保険

料を負担しておりません。

⑤　社外役員に関する事項

１．取締役　千代田　有子

1)他の法人等の業務執行取締役等の兼職の状況

千代田法律事務所代表であります。

なお、当社は千代田法律事務所との間に取引関係はありません。

2)他の法人等の社外役員の兼職の状況

クリナップ株式会社の社外取締役であります。

なお、当社はクリナップ株式会社との間に取引関係はありません。

3)主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

4)当事業年度における主な活動状況

当事業年度中に開催した取締役会25回のうち全回出席しました。

また、主に弁護士としての専門的な見識から、議案の審議に必要な

提言を適宜行い、さらに、指名・報酬委員会委員長を務め、取締役

等の指名、報酬について審議し、取締役会に答申するにあたり重要

な役割を果たしております。

5)当社の親会社又は親会社の子会社から当事業年度の役員として受け

た報酬等の額

該当事項はありません。
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２．取締役　渡邊　正三

1)他の法人等の業務執行取締役等の兼職の状況

該当事項はありません。

2)他の法人等の社外役員の兼職の状況

該当事項はありません。

3)主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

4)当事業年度における主な活動状況

2021年６月29日就任以降、当事業年度中に開催した取締役会21回の

うち全回出席しました。

また、企業経営等の豊富な経験や見識から、議案の審議に必要な提

言を適宜行い、さらに、指名・報酬委員会委員を務め、取締役等の

指名、報酬について審議し、取締役会に答申するにあたり重要な役

割を果たしております。

5)当社の親会社又は親会社の子会社から当事業年度の役員として受け

た報酬等の額

該当事項はありません。

３．常勤監査役　深谷　達大

1)他の法人等の業務執行取締役等の兼職の状況

該当事項はありません。

2)他の法人等の社外役員の兼職の状況

該当事項はありません。

3)主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

4)当事業年度における主な活動状況

当事業年度中に開催した取締役会25回のうち全回出席し、議案の審

議に必要な発言を適宜行いました。また、16回開催された監査役会

に全回出席し、社外での経験や専門性を活かした発言を積極的に行

いました。

5)当社の親会社又は親会社の子会社から当事業年度の役員として受け

た報酬等の額

該当事項はありません。
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４．監査役　大塚　啓一

1)他の法人等の業務執行取締役等の兼職の状況

大塚公認会計士事務所代表であります。

なお、当社は大塚公認会計士事務所との間に取引関係はありませ

ん。

2)他の法人等の社外役員の兼職の状況

ソフトバンクグループ株式会社の社外監査役であります。

なお、当社はソフトバンクグループ株式会社との間に取引関係はあ

りません。

3)主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

4)当事業年度における主な活動状況

当事業年度中に開催した取締役会25回のうち全回出席し、議案の審

議に必要な発言を適宜行いました。また、16回開催された監査役会

に全回出席し、社外での経験や専門性を活かした発言を積極的に行

いました。

5)当社の親会社又は親会社の子会社から当事業年度の役員として受け

た報酬等の額

該当事項はありません。

５．監査役　遠山　彰

1)他の法人等の業務執行取締役等の兼職の状況

菱信データ株式会社の代表取締役社長であります。

なお、当社は菱信データ株式会社との間に取引関係はありません。

2)他の法人等の社外役員の兼職の状況

該当事項はありません。

3)主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

4)当事業年度における主な活動状況

当事業年度中に開催した取締役会25回のうち全回出席し、議案の審

議に必要な発言を適宜行いました。また、16回開催された監査役会

に全回出席し、社外での経験や専門性を活かした発言を積極的に行

いました。

5)当社の親会社又は親会社の子会社から当事業年度の役員として受け

た報酬等の額

該当事項はありません。

－ 22 －



支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 68百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

68

(5) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　有限責任 あずさ監査法人

②　報酬等の額

（注）　１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま

せんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載し

ております。

２. 当社の重要な子会社のうち、海外子会社については、当社の会計監査人以外の公認

会計士または監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含

む。）の監査を受けております。

③　会計監査人の報酬等について監査役会が同意をした理由

　監査役会は、公益社団法人日本監査役協会が公表している「会計監査人

との連携に関する実務指針」（平成30年８月17日最終改正）等を参考に、

取締役、社内関係部署及び会計監査人から必要な資料を入手しかつ報告を

受け、会計監査人の監査計画の内容や職務執行状況、報酬見積りの算出根

拠等を検討した結果、会計監査人の報酬等の額は相当であると判断いたし

ております。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いた

します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集され

る株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたし

ます。

⑤　責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人有限責任 あずさ監査法人は、当社定款に基づき、責

任限定契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額

は法令が定める額としております。
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(6) 業務の適正を確保するための体制の整備についての決定

　当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制その他当社の業務並びに当社及び子会社から成る企業集団の業務

の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整備に

ついての決定内容は、以下のとおりであります。(最終改定　2016年３月22

日）

①当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保するための体制

　当社グループのコンプライアンスに係る基本方針であるコンプライアン

ス基本理念及びそれを具体化したコンプライアンス行動指針を定め、当社

の取締役及び使用人に、法令、社会規範、企業倫理の尊重、遵守を周知徹

底します。

　当社グループは、リスク管理・コンプライアンス規則を制定し、それに

基づきリスク・コンプライアンス委員会を設置し、各部・工場よりコンプ

ライアンスに関わる事項の報告を受け審議するとともに、重要な事項につ

いては当社の取締役会に付議又は報告し、審議、決定する体制とします。

また、コンプライアンス教育を実施し、コンプライアンスの徹底に努め、

取締役及び使用人の法令・定款等の違反行為に対しては、リスク・コンプ

ライアンス委員会の勧告に基づき厳正に処分を行います。内部監査部門に

よる監査を実施し、取締役会に対して、コンプライアンスの状況を報告す

るとともに、その体制の見直しを随時行います。

　社外取締役を選任し、取締役会の監督機能の強化、決議の公平性と透明

性を図ります。監査役は、取締役会に出席し、必要に応じて意見を述べる

とともに、取締役及び使用人の職務の執行における法令・定款等の遵守状

況を監視します。

　監査役を通報窓口とする内部通報制度を整備し、法令・定款等の違反行

為を未然に防止するとともに、違反行為が発生した場合には、迅速に情報

を把握し、その対処に努めます。

　財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法その他関連法令に従

い、財務報告に係る内部統制の整備、運用を行います。

　反社会的勢力を断固として排除、遮断することを全社に周知徹底し、反

社会的勢力による不当要求がされた場合には、総務部門を対処部署とし、

警察等の外部専門機関と緊密に連携を持ちながら対処します。
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②当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　株主総会議事録、取締役会議事録、稟議書、契約書その他の取締役の職

務の執行に関わる文書等は、法令及び文書記録管理規則に基づき、適切に

保存、管理を行います。取締役会議事録、執行役員会議事録及びそれぞれ

に付議された資料等をデータベース化し、取締役及び監査役が、これらの

情報を必要に応じて随時閲覧できる体制とします。

　会社の重要な情報の適時開示その他の開示を所管する部署を設けるとと

もに、取締役は、開示すべき情報を迅速かつ網羅的に収集した上で、法令

等に従い適切に開示します。

③当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社グループの業務執行に関わるリスクの把握と管理を目的としてリス

ク管理・コンプライアンス規則を定め、リスクの低減と防止のための活動

及び危機発生に備えた体制整備を行います。

　当社グループは、リスク管理・コンプライアンス規則に基づきリスク・

コンプライアンス委員会を設置し、各部・工場よりリスク管理に関わる事

項の報告を受け審議するとともに、重要な事項については当社の取締役会

に付議又は報告し、審議、決定する体制とします。

　大規模災害の発生に備え、災害時緊急対応マニュアルを制定し、迅速か

つ適切な情報伝達と緊急体制を整備します。

④当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　執行役員制度を導入し、取締役会の意思決定機能及び監督機能の強化を

図り、その業務執行責任を明確化します。

　決裁規則を定め、重要性に応じた意思決定を行い、また、執行役員会を

設置する等、意思決定を迅速化します。執行役員会は代表取締役社長の業

務執行を補佐するため、検討・決議を行います。

　会社の組織機能や運営基準を経営組織規則及びグループ職務分掌規則に

定め、業務を効率的に遂行します。

　取締役会は、中期経営計画を策定し、それに基づく主要経営目標の設定

及びその進捗についての定期的な検証を行うとともに、年度ごとの目標を

設定し、実績を管理します。
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⑤当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

イ. 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　当社は、グループ会社管理規則を定め、子会社の自主性を尊重しつつ子

会社の当社に対する報告体制を明確にするとともに、決裁規則に基づき、

当社における事前承認事項及び報告事項を明確にし、その執行状況をモニ

タリングします。

　子会社は、経営目標や経営課題の達成状況をグループ経営会議において

当社に対し報告し、子会社の経営状況、重要課題の遂行状況が適宜把握で

きる体制とします。

ロ. 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社グループの業務執行に関わるリスクの把握と管理を目的としてリス

ク管理・コンプライアンス規則を定め、グループ内で発生することが想定

されるリスクを把握し管理する体制を整備します。

　子会社は、リスク管理に関わる事項をリスク・コンプライアンス委員会

へ報告し、重要な事項については当社の取締役会において報告、審議する

体制とします。

ハ. 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するため

の体制

　当社は、必要に応じて当社取締役及び使用人を子会社に派遣し、子会社

の取締役の効率的な業務執行を監督します。

　子会社の意思決定について、グループ会社管理規則及び決裁規則に明文

化し、それぞれ重要性に応じた意思決定を行います。

ニ. 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制

　当社グループのコンプライアンスに係る基本方針であるコンプライアン

ス基本理念及びそれを具体化したコンプライアンス行動指針を定め、子会

社の取締役等及び使用人に、法令、社会規範、企業倫理の尊重、遵守を周

知徹底します。

　子会社はコンプライアンスに関わる事項をリスク・コンプライアンス委

員会へ報告し、重要な事項については、当社の取締役会において、報告、

審議する体制とします。
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⑥当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合にお

ける当該使用人に関する事項、その使用人の当社の取締役からの独立性に

関する事項及び当社の監査役のその職務を補助すべき使用人に対する指示

の実効性の確保に関する事項

　監査役は、内部監査部門の要員に対し、補助者として監査業務の補助を

行うよう命ずることができます。監査役よりその職務を補助すべきその他

の補助者の配置の求めがあった場合は、監査役と協議のうえ人選を行いま

す。

　監査役の補助者に関する人事異動、人事評価、懲戒処分については、監

査役会の了解を得るものとします。

　監査役の補助者は、その職務を遂行するに当たって、監査役の指揮、命

令にのみ服します。

⑦当社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告をするための体制及び子会

社の取締役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査

役に報告をするための体制並びにこれらの報告をした者が当該報告をした

ことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　取締役及び使用人は、監査役から業務の執行状況について報告を求めら

れた場合、会社に著しい損害を及ぼす事実又はそのおそれのある事実を発

見した場合は、直ちに監査役に報告します。

　当社は、監査役を通報窓口とする内部通報制度の運用により、法令、定

款又は社内規則に違反する重大な事実、その他コンプライアンス上の重大

な問題に関わる通報について、監査役への適切な報告体制を確保します。

　子会社の取締役等及び使用人は、子会社に著しい損害を及ぼす事実又は

そのおそれのある事実を発見した場合は、直ちに直接又は当社の子会社担

当部署を通じて当社の監査役に報告します。

　当社は、内部通報制度の適用先に重要な子会社を含め、子会社における

法令、定款又は社内規則に違反する重大な事実、その他コンプライアンス

上の重大な問題に関わる通報について、監査役への適切な報告体制を確保

します。

　監査役は、当社及び子会社の取締役等又は使用人から得た情報につい

て、第三者に対する報告義務を負いません。

　社内通報規則に基づき、内部通報をした者が当該報告をしたことを理由

として不利な取扱いを受けないことを当社及び内部通報制度が適用される

重要な子会社に明示し、周知徹底します。
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⑧当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針

に関する事項

　監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還等の請

求をしたときは、速やかに当該費用又は債務を処理します。

⑨その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役が、取締役会、執行役員会及びグループ経営会議その他の重要な

会議に出席し、意見を述べることができる体制を確保します。

　監査役が、代表取締役、社外取締役、会計監査人、内部監査部門とそれ

ぞれ適宜に意見交換できる体制を確保します。

(7) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制その他当社の業務並びに当社及び子会社から成る企業集団の業務

の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制について

の運用状況の概要は、以下のとおりであります。

①当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保するための体制

　コンプライアンス重視の企業風土の一層の醸成を目指して、当社及びグ

ループ各社の取締役及び使用人に対し、当社グループのコンプライアンス

に係る基本方針であるコンプライアンス基本理念やそれを具体化したコン

プライアンス行動指針について、その主要部分を掲載した「グループ行動

指針」（小冊子）を配布するなど、その浸透を図りました。

　弁護士を講師として役員向けのコンプライアンス研修を実施し、また、

当社グループ国内各社の使用人を対象に、コンプライアンス行動指針に関

する勉強会を実施しました。

　代表取締役社長を委員長とするリスク・コンプライアンス委員会を四半

期ごとに開催し、社内通報やリスク管理・コンプライアンスに関する重要

事項に関し、各所管部署から報告を受け、対応を検討しました。また、半

期ごとに取締役会に対し、コンプライアンスの状況やコンプライアンスリ

スクの管理状況について報告を行いました。

　業務監査室による労務や情報管理等の内部監査を実施し、その結果を定

期的にリスク・コンプライアンス委員会及び取締役会に報告しました。
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　取締役会の監督機能の強化を目指し、取締役会の下部委員会として社外

取締役を委員長とする任意の指名・報酬委員会を適宜開催しました。

　８件の社内通報が寄せられましたが、すべて軽微な内容で適正に処理を

行いました。

　反社会的勢力を断固として排除、遮断することを全社に周知徹底すると

ともに、反社会的勢力への対応をコンプライアンスリスクとしてとらえ、

リスク・コンプライアンス委員会にて検討を行い、取引先との契約に反社

会的勢力排除条項を追加するなどの対応を行いました。

②当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に関わる文書等は、所管部署が適切に保存、管理を

行いました。また、株主総会議事録、取締役会議事録、執行役員会議事録

及びそれぞれに付議された資料等をデータベース化し、取締役及び監査役

は、これらの情報を必要に応じて閲覧しました。

③当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社グループの業務執行に関わるリスクの把握と管理を行い、リスクの

低減と防止のための活動及び危機発生に備えた体制整備に努めました。

代表取締役社長を委員長とするリスク・コンプライアンス委員会を四半

期ごとに開催し、リスク管理に関する重要事項に関し、各所管部署から報

告を受け、対応を検討しました。また、半年ごとに取締役会に対し、リス

ク管理の状況について報告を行いました。

　大規模災害の発生に備え、部品材料等のサプライチェーンの状況につい

て、適宜把握・管理できる体制を整備し、運用しました。また、大規模地

震の発生を想定した避難訓練を本社及び工場にて実施しました。

④当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　執行役員制度により、取締役会の意思決定機能及び監督機能の強化を図

り、その業務執行の責任を明確化しました。また、決裁規則を定め、重要

性に応じた意思決定を行う等、意思決定を迅速化しました。

　取締役会は、中期経営計画を策定し、それに基づく主要経営目標の設定

及びその進捗についての定期的な検証を行うとともに、年度ごとの目標を

設定し、実績を管理しました。
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⑤当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

イ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　当社は、グループ会社管理規則を定め、子会社の自主性を尊重しつつ子

会社の当社に対する報告体制・報告事項を明確にしており、子会社の重要

な意思決定については、当社の決裁規則に基づき、当社の所管部署を通じ

て、事前承認申請又は報告を受けました。

　また、子会社は、経営目標や経営課題の達成状況を、当社が原則として

半期ごとに開催するグループ経営会議その他の会議において報告しまし

た。

ロ．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　子会社は、リスク管理の状況を、必要に応じ当社のリスク・コンプライ

アンス委員会に報告しました。

　また、子会社のリスク管理に関する事項のうち重要なものを、当社は取

締役会に報告しました。

ハ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するため

の体制

　当社の取締役及び幹部社員を子会社に派遣し、取締役や主要な管理職に

就任させることにより、子会社の取締役の効率的な業務執行を監督、補助

しました。

　子会社はその意思決定に当たり、当社のグループ会社管理規則及び決裁

規則に基づき、所管部署を通じて、重要性に応じ事前承認申請又は報告を

行いました。

ニ．子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制

　コンプライアンス重視の企業風土の一層の醸成を目指して、グループ各

社の取締役及び使用人に対し、当社グループのコンプライアンスに係る基

本方針であるコンプライアンス基本理念やそれを具体化したコンプライア

ンス行動指針などについて、その主要部分を掲載した「グループ行動指

針」（小冊子）を現地語に翻訳、配布するなど、その浸透を図りました。

　子会社は、コンプライアンスの状況を、必要に応じ当社のリスク・コン

プライアンス委員会に報告しました。
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　子会社のコンプライアンスに関する事項のうち重要なものを、当社は取

締役会に報告しました。

⑥当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合にお

ける当該使用人に関する事項、その使用人の当社の取締役からの独立性に

関する事項及び当社の監査役のその職務を補助すべき使用人に対する指示

の実効性の確保に関する事項

　監査役から特段の要請はありませんでした。

⑦当社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告をするための体制及び子会

社の取締役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査

役に報告をするための体制並びにこれらの報告をした者が当該報告をした

ことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　当社又は子会社の取締役及び使用人は、監査役から業務の執行状況につ

いて報告を求められた事項について、速やかに監査役に報告しました。

　監査役を通報窓口とする社内通報制度の運用により、社内通報に関し、

監査役への適切な報告体制を確保しました。社内通報規則に基づき、社内

通報をした者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けな

いことをすべての使用人に対し周知徹底を図りました。

⑧当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針

に関する事項

　監査役の職務の執行について生じた費用について、監査役の請求に基づ

き速やかに処理を行いました。

⑨その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、取締役会、執行役員会及びグループ経営会議その他の重要な

会議に出席し、必要に応じ意見を述べました。また、監査役は、代表取締

役社長、社外取締役、会計監査人、業務監査室長とそれぞれ適宜に意見交

換を行いました。

　監査役会の要請により、監査役会、監査役会と会計監査人との意見交

換、監査役会と社外取締役との意見交換の開催時に業務監査室長が同席す

るなど、監査役に対し、コンプライアンスやリスク管理の状況、内部監査

の状況、財務報告に係る内部統制の評価状況等について、業務監査室長が

適宜情報提供や意見交換を行いました。
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(8) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつと位

置付け、長期的に安定した収益基盤・健全で効率的な財務基盤を確立した

上で、安定配当の継続と収益状況に応じた利益還元をすることを基本方針

としております。

　第15次中期経営計画期間内においては、積極的な株主還元に努める方針

であることから、従来の配当性向の目安である30％より10％引き上げ、配

当性向40％を目安としてまいります。

　上記方針のもと、当事業年度の期末配当金につきましては、2022年５月

12日開催の取締役会において、１株当たり７円と決議いたしました。

　すでに2021年12月３日に実施済みの中間配当金１株当たり５円と合わせ

まして、年間配当金は１株当たり12円となります。

(9) 会社の支配に関する基本方針

　該当事項はありません。

－ 32 －



（2022年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 24,888 流 動 負 債 15,960

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

棚 卸 資 産

未 収 還 付 法 人 税 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

〔有 形 固 定 資 産〕

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

〔無 形 固 定 資 産〕

ソ フ ト ウ エ ア

の れ ん

そ の 他

〔投資その他の資産〕

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 出 資 金

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

4,229

721

614

11,448

6,837

104

943

△10

25,588

19,035

4,596

8,202

3,426

1,660

1,148

345

154

121

70

6,207

2,975

1,813

73

1,198

162

△15
　

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 4,964

電 子 記 録 債 務 2,463

短 期 借 入 金 5,504

リ ー ス 債 務 124

未 払 法 人 税 等 201

賞 与 引 当 金 753

製 品 保 証 引 当 金 36

役 員 株 式 給 付 引 当 金 64

設 備 関 係 支 払 手 形 178

そ の 他 1,667

固 定 負 債 6,036

長 期 借 入 金 1,642

リ ー ス 債 務 98

繰 延 税 金 負 債 1,082

退 職 給 付 に 係 る 負 債 3,088

そ の 他 124

負 債 合 計 21,996

純 資 産 の 部

株 主 資 本 25,219

資 本 金 4,617

資 本 剰 余 金 264

利 益 剰 余 金 20,800

自 己 株 式 △463

その他の包括利益累計額 2,769

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 948

土 地 再 評 価 差 額 金 20

為 替 換 算 調 整 勘 定 1,963

退職給付に係る調整累計額 △162

非支配株主持分 490

純 資 産 合 計 28,479

資 産 合 計 50,476 負債・純資産合計 50,476

連 結 貸 借 対 照 表
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（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 51,194

売 上 原 価 45,820

売 上 総 利 益 5,374

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,775

営 業 利 益 598

営 業 外 収 益

受 取 利 息 10

受 取 配 当 金 92

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 189

助 成 金 収 入 56

為 替 差 益 346

そ の 他 88 783

営 業 外 費 用

支 払 利 息 131

支 払 手 数 料 9

そ の 他 9 149

経 常 利 益 1,232

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 27

固 定 資 産 圧 縮 額 戻 入 益 11 38

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 5

固 定 資 産 廃 棄 損 1

補 助 金 返 還 損 11 18

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,252

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 278

過 年 度 法 人 税 等 △8

法 人 税 等 調 整 額 160 430

当 期 純 利 益 822

非支配株主に帰属する当期純利益 38

親会社株主に帰属する当期純利益 783

連 結 損 益 計 算 書
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（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 4,617 264 20,244 △466 24,659

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △226 △226

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

783 783

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 3 3

株 主 資 本 以 外 の
項目の当連結会計年度変動額
( 純 額 )

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 － － 556 3 560

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 4,617 264 20,800 △463 25,219

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非 支 配
株 主 持 分

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

土 地 再 評
価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る 調
整 累 計 額

その他の包括利
益 累 計 額 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 603 20 1,001 △365 1,260 421 26,341

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △226

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

783

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 3

株 主 資 本 以 外 の
項目の当連結会計年度変動額
( 純 額 ）

345 － 961 202 1,509 68 1,578

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 345 － 961 202 1,509 68 2,138

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 948 20 1,963 △162 2,769 490 28,479

連結株主資本等変動計算書
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（2022年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

棚 卸 資 産

前 払 費 用

未 収 入 金

未 収 還 付 法 人 税

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

そ の 他

固 定 資 産

〔有 形 固 定 資 産〕

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

〔無 形 固 定 資 産〕

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

〔投資その他の資産〕

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 社 債

関 係 会 社 出 資 金

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

10,869

1,295

9

303

6,418

1,182

40

1,276

103

233

6

16,281

1,608

625

71

198

17

232

406

56

63

61

2

14,609

2,953

5,169

683

2,183

4,933

226

139

△1,679
　

流 動 負 債 9,113

支 払 手 形 8

電 子 記 録 債 務 2,463

買 掛 金 3,004

短 期 借 入 金 2,350

１年以内に返済予定の長期借入金 452

リ ー ス 債 務 40

未 払 金 228

未 払 費 用 159

未 払 法 人 税 等 24

預 り 金 20

賞 与 引 当 金 225

製 品 保 証 引 当 金 16

役 員 株 式 給 付 引 当 金 64

設 備 関 係 支 払 手 形 42

そ の 他 12

固 定 負 債 1,328

長 期 借 入 金 353

リ ー ス 債 務 52

そ の 他 2

退 職 給 付 引 当 金 919

負 債 合 計 10,441

純 資 産 の 部

株 主 資 本 15,764

資 本 金 4,617

資 本 剰 余 金 250

資 本 準 備 金 250

そ の 他 資 本 剰 余 金 0

利 益 剰 余 金 11,360

利 益 準 備 金 589

そ の 他 利 益 剰 余 金 10,771

特 別 償 却 準 備 金 49

別 途 積 立 金 2,000

繰 越 利 益 剰 余 金 8,721

自 己 株 式 △463

評価・換算差額等 944

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 944

純 資 産 合 計 16,709

資 産 合 計 27,151 負債・純資産合計 27,151

貸　借　対　照　表
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（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 26,142

売 上 原 価 25,017

売 上 総 利 益 1,124

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,714

営 業 損 失 （ △ ） △590

営 業 外 収 益

受 取 利 息 36

受 取 配 当 金 749

助 成 金 収 入 11

為 替 差 益 166

そ の 他 22 986

営 業 外 費 用

支 払 利 息 13

支 払 手 数 料 9

そ の 他 4 27

経 常 利 益 369

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 455

固 定 資 産 圧 縮 額 戻 入 益 10 465

特 別 損 失

固 定 資 産 廃 棄 損 0

関 係 会 社 株 式 評 価 損 82

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 834

補 助 金 返 還 損 10 927

税 引 前 当 期 純 損 失 （ △ ） △92

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △78

法 人 税 等 調 整 額 △64 △142

当 期 純 利 益 50

損　益　計　算　書
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（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資 本

準 備 金
そ の 他
資本剰余金

利 益
準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

特別償却
準 備 金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 4,617 250 0 565 81 2,000 8,889 △466 15,937

当 期 変 動 額

利益準備金の積立 23 △23 －

特別償却準備金
の 取 崩

△32 32 －

剰余金の配当 △226 △226

当 期 純 利 益 50 50

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 3 3

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 － － － 23 △32 － △167 3 △172

当 期 末 残 高 4,617 250 0 589 49 2,000 8,721 △463 15,764

評価・換算差額等

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 599 599 16,536

当 期 変 動 額

利益準備金の積立 －

特別償却準備金
の 取 崩

－

剰余金の配当 △226

当 期 純 利 益 50

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 3

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

345 345 345

当 期 変 動 額 345 345 172

当 期 末 残 高 944 944 16,709

株主資本等変動計算書
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指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 川 端 美 穂

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 時 々 輪 彰 久

独立監査人の監査報告書

2022年５月24日

株式会社ＴＢＫ

取締役会　御中
有限責任 あずさ監査法人

　東京事務所

　
監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ＴＢＫの2021年４月１日

から2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、株式会社ＴＢＫ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書
類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記

載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内
容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら

ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過

程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との
間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の
記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した

場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制

を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開
示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の

執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又

は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断に
よる。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場
合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表
示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい
るかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及
び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関

する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 川 端 美 穂

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 時 々 輪 彰 久

独立監査人の監査報告書

2022年５月24日

株式会社ＴＢＫ

取締役会　御中
有限責任 あずさ監査法人

　東京事務所

　
監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ＴＢＫの2021年４

月１日から2022年３月31日までの第86期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」

という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会

社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記

載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内

容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら

ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程

において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に

重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載

内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した

場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽

表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す

る責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の

執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい

て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤

謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に

影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ

スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断に

よる。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため

に、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会

計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、

入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状

況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計

算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監

査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は

継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、

構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかど

うかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実

施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で

求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関

する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事

項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ

いて報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第86期事業年
度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の結果、監査役全員の一致した意見として本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（１）監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監
査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計
監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の
監査方針、監査計画等に従い、取締役、執行役員、内部監査部門その
他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に
努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会、執行役員会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用
人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において
業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、
国内子会社の取締役会に出席するとともに、海外を含む子会社の取締
役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から
成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法
施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締
役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制
システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状
況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明いたしました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締役
等及び有限責任 あずさ監査法人から当該内部統制の評価及び監査の
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品
質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備し
ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

２．監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状

況を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に

違反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認

めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容

及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含

め、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

　2022年５月24日

株 式 会 社 Ｔ Ｂ Ｋ 　 　 監 査 役 会

常勤監査役 深 谷 達 大 ㊞
監 査 役 大 塚 啓 一 ㊞
監 査 役 遠 山 　 彰 ㊞

　
（注）常勤監査役深谷達大、監査役大塚啓一及び監査役遠山彰は、会社法第

２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。

以　上
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現 行 定 款 変 更 案

（株主総会参考書類等のインターネット開

示とみなし提供）

第16条　当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類、事業報告、

計算書類および連結計算書類に記載

または表示をすべき事項に係る情報

を、法務省令に定めるところに従い

インターネットを利用する方法で開

示することにより、株主に対して提

供したものとみなすことができる。

（削　除）

株主総会参考書類

第１号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただ

し書きに規定する改正規定が2022年９月１日に施行されることに伴い、株主

総会資料の電子提供制度が導入されることとなりますので、次のとおり定款

を変更するものであります。

（１）　株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる

旨を定款に定めることが義務付けられることから、変更案第16条（電

子提供措置等）第１項を新設するものであります。

（２）　株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる

事項のうち、書面交付を請求した株主に交付する書面に記載する事項

の範囲を法務省令で定める範囲に限定することができるようにするた

め、変更案第16条（電子提供措置等）第２項を新設するものでありま

す。

（３）　株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第16条

（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供）の規定は

不要となるため、これを削除するものであります。

（４）　上記の新設及び削除される規定の効力に関する附則を設けるもので

あります。なお、本附則は期日経過後に削除するものといたします。

２．変更の内容

　変更の内容は、次のとおりであります。
（下線部分は変更箇所を示しております。）
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現 行 定 款 変 更 案

（電子提供措置等）

（新　設） 第16条　当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類等の内容であ

る情報について、電子提供措置をと

る。

２　当会社は、電子提供措置をとる事

項のうち法務省令で定めるものの全

部または一部について、議決権の基

準日までに書面交付請求をした株主

に対して交付する書面に記載するこ

とを要しないものとする。

（新　設） （附則）

（株主総会資料の電子提供に関する経過措

置）

（新　設） 第１条　定款第16条（株主総会参考書類等

のインターネット開示とみなし提

供）の削除および定款第16条（電子

提供措置等）の新設は、2022年９月

１日から効力を生ずるものとする。

２　前項の規定にかかわらず、2022年

９月１日から６か月以内の日を株主

総会の日とする株主総会について

は、定款第16条（株主総会参考書類

等のインターネット開示とみなし提

供）は、なお効力を有する。

３　本条の規定は、2022年９月１日か

ら６か月を経過した日又は前項の株

主総会の日から３か月を経過した日

のいずれか遅い日後にこれを削除す

る。
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候補者
番　号

氏　　　　　名
(生　年　月　日)

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当
社の株式数

１

きし たか あき

岸 高 明

再任

(1953年７月１日生)

　

1977年10月 当社入社

2008年６月 当社執行役員品質保証部長、品質管

理部担当

2009年10月 当社執行役員営業部長

2012年６月 当社取締役執行役員第一営業部長、

第二営業部担当

2013年４月 当社取締役常務執行役員第一営業部

長、国内事業部門統括

2014年４月 当社代表取締役社長

2022年４月 当社代表取締役会長（現任）

40,400株

<取締役会の出席回数及び出席率>（2021年度）

25回／25回（100％）

<選任理由>

岸高明氏は、2014年に当社の代表取締役社長に就任後、その役位を８年間務め、現在は

代表取締役会長として、当社の業務を統括しております。代表取締役社長に就任以来、

グループ全体の経営の指揮を執るなど、豊富な経験と知見を有しており、当社グループ

の経営の推進とコーポレートガバナンスの強化に適任であると判断し、取締役候補者と

したものであります。

第２号議案　取締役６名選任の件

現在の取締役全員（６名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満

了となります。つきましては、取締役６名の選任をお願いするものであり

ます。

その候補者は次のとおりであります。
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候補者
番　号

氏　　　　　名
(生　年　月　日)

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当
社の株式数

２

お がた かおる

尾 方 馨

再任

(1962年12月20日生)

　

1986年４月 当社入社

2011年10月 TBK America, Inc.代表取締役社長

2017年10月 TBKK (Thailand) Co., Ltd.代表取

締役社長

2018年４月 当社執行役員

2019年４月 当社常務執行役員

2021年６月 当社取締役常務執行役員

2022年４月 当社代表取締役社長（現任）

13,600株

<取締役会の出席回数及び出席率>（2021年度）

21回／21回（100％）

<選任理由>

尾方馨氏は、海外子会社の代表取締役社長を務め、企業経営に関する経験・実績・知見

を有しております。2022年４月からは当社の代表取締役社長を務め、グループ全体の経

営の指揮を執るなど、当社グループの経営の推進とコーポレートガバナンスの強化に適

任であると判断し、取締役候補者としたものであります。

３

てい きょく い

丁 旭 威

再任

(1959年５月18日生)

　

1994年４月 当社入社

2011年10月 Changchun FAWSN TBK Co., Ltd.

副総経理

2013年４月 当社執行役員

2017年10月 Changchun FAWSN TBK Co., Ltd.

総経理

2019年４月 当社常務執行役員

2021年６月 当社取締役常務執行役員（現任）

2022年４月 Changchun FAWSN TBK Co., Ltd.

董事長（現任）

Dongguan Qiaotou TBK Co., Ltd.

総経理（現任）

0株

(重要な兼職の状況）

Changchun FAWSN TBK Co., Ltd.董事長

Dongguan Qiaotou TBK Co., Ltd.総経理

<取締役会の出席回数及び出席率>（2021年度）

21回／21回（100％）

<選任理由>

丁旭威氏は、海外の当社グループ会社であるChangchun FAWSN TBK Co., Ltd.の董事長

を務め、海外での企業経営に関する経験・実績・知見を有しており、当社グループの経

営の推進及び海外事業の強化に適任であると判断し、取締役候補者としたものでありま

す。
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候補者
番　号

氏　　　　　名
(生　年　月　日)

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当
社の株式数

４

ち よ だ ゆう こ

千 代 田 有 子

再任 社外

独立役員

(1961年１月14日生)

　

1992年４月 司法研修所入所

1994年４月 弁護士登録

2002年１月 千代田法律事務所代表（現任）

2016年６月 クリナップ株式会社社外取締役（現任）

2018年６月 株式会社廣済堂社外取締役

2020年６月 当社社外取締役（現任）

400株

(重要な兼職の状況）

千代田法律事務所代表

クリナップ株式会社社外取締役

<取締役会の出席回数及び出席率>（2021年度）

25回／25回（100％）

<選任理由及び期待される役割の概要>

千代田有子氏は、直接会社経営に関与したことはありませんが、長年弁護士として実務

に携わっており、国内のみならずアメリカでの企業法務における豊富な経験や実績、幅

広い知識と見識をもとに、独立した立場から取締役の職務の執行を監督することによ

り、取締役会の機能強化及びコーポレートガバナンスに資するところは大きいと判断

し、社外取締役候補者としたものであります。また、同氏が選任された場合は、引き続

き、上記の役割を果たすことを期待するとともに、指名・報酬委員会委員として当社の

役員候補者の選定や役員報酬等の決定に対し、客観的・中立的立場で関与いただく予定

です。

５

わた なべ しょう ぞう

渡 邊 正 三

再任 社外

独立役員

(1955年１月１日生)

　

1978年４月 株式会社太陽神戸銀行入行

2007年４月 株式会社三井住友銀行執行役員東京

中央ブロック部長

2008年５月 アットローン株式会社代表取締役社長

2011年６月 プロミス株式会社取締役兼専務執行役員

2013年６月 ライジングビルメインテナンス株式

会社代表取締役社長

2017年６月 岩崎電気株式会社社外監査役

2021年６月 当社社外取締役（現任）

100株

<取締役会の出席回数及び出席率>（2021年度）

21回／21回（100％）

<選任理由及び期待される役割の概要>

渡邊正三氏は、銀行及び事業会社において、企業経営等の豊富な経験や実績、幅広い知

識と見識を有していることから、取締役会の機能強化及びコーポレートガバナンスに資

するところは大きいと判断し、社外取締役候補者としたものであります。また、同氏が

選任された場合は、引き続き、上記の役割を果たすことを期待するとともに、指名・報

酬委員会委員として当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定に対し、客観的・中立

的立場で関与いただく予定です。
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候補者
番　号

氏　　　　　名
(生　年　月　日)

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当
社の株式数

６

むら た けい いち

村 田 恵 一

新任 社外

独立役員

(1955年１月18日生)

　

1977年４月 日産自動車株式会社入社

2004年４月 同社執行役員R&D部門製品開発本部・

車両実験部門担当

2008年４月 株式会社日産テクノ代表取締役社長

2016年６月 カルソニックカンセイ株式会社

社外取締役

2017年10月 デジタルプロセス株式会社技術顧問

0株

<選任理由及び期待される役割の概要>

村田恵一氏は、事業会社において、企業経営等の豊富な経験や実績、開発分野における

幅広い知識と見識を有していることから、取締役会の機能強化及びコーポレートガバナ

ンスに資するところは大きいと判断し、社外取締役候補者としたものであります。ま

た、同氏が選任された場合は、上記の役割を果たすことを期待するとともに、指名・報

酬委員会委員として当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定に対し、客観的・中立

的立場で関与いただく予定です。

（注）１. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２. 千代田有子氏、渡邊正三氏及び村田恵一氏は、社外取締役候補者であります。

３. 千代田有子氏及び渡邊正三氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役

としての在任期間は、本総会終結の時をもって千代田有子氏が２年、渡邊正三氏が１

年となります。

４. 当社は、千代田有子氏及び渡邊正三氏との間で、会社法第427条第１項に基づく責任

限定契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任限度額は100万円又は会社

法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額としており、両氏の再任

が承認された場合、当該契約を継続する予定であります。また、村田恵一氏が選任さ

れた場合、当社と同氏との間で同様の責任限定契約を締結する予定であります。

５. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任

保険契約を締結しており、当該保険契約により、被保険者が業務に起因して損害賠償

責任を負った場合における損害等を補填することとしております。各取締役候補者の

選任が承認されますと、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。ま

た、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

６. 当社は、千代田有子氏及び渡邊正三氏を東京証券取引所の規定に基づく独立役員とし

て届け出ております。また、村田恵一氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員

の要件を満たしており、独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

７. 千代田有子氏の戸籍上の氏名は、中嶌有子であります。
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氏　名 性別 国籍
社内
社外

企業
経営

財務
会計

コンプライ
アンス

ESG
人事
労務

技術
開発

営業
国際
経験

取
締
役

岸 　 高 明 男 日本 ◎ ○ ○ ○ ○

尾 方 　 馨 男 日本 ○ ○ ○ ◎ ○

丁 　 旭 威 男 中国 ○ ○ ◎

千代田　有　子 女 日本 社外 ◎ ○ ○

渡 邊 正 三 男 日本 社外 ◎ ○ ○ ○ ○

村 田 恵 一 男 日本 社外 ○ ○ ○ ◎

監
査
役

深 谷 達 大 男 日本 社外 ○ ◎ ○ ○

大 塚 啓 一 男 日本 社外 ◎ ○

遠 山 　 彰 男 日本 社外 ○ ◎ ○ ○ ○

企 業 経 営 企業経営経験の有無や経営戦略に関する専門性

財 務 会 計 財務会計やファイナンスに関する専門性

コンプライアンス 法律やコンプライアンスを踏まえたリスクマネジメントに関する専門性

E S G 環境、社会、ガバナンスに関する専門性

人 事 労 務 人材戦略や労務管理に関する専門性

技 術 開 発 製品開発や品質管理に関する専門性

営 業 営業戦略やマーケティングに関する専門性

国 際 経 験 海外での勤務経験

取締役会の構成

　当社は、「Challenge to the future ～未来への挑戦～」を活動スローガン

として、第15次中期経営計画を推進しております。

　第15次中期経営計画は「プライム市場上場維持基準適合」を重要テーマに掲

げ、これを実現するために、様々な視点から経営課題等に迅速かつ客観的な判

断を行うための体制として、ジェンダーや国際性など多様性を考慮して取締役

及び監査役を選任しております。

取締役及び監査役スキルマトリックス（本総会において各候補者が選任された場合）

（注）１．○を付けたスキルの中で、特に期待するスキルに◎をつけております。
２．上表の各スキルは、各人すべての知見・経験等を表すものではなく、当社の掲げる経

営方針や第15次中期経営計画を達成するために必要な項目を抽出しております。
３．上表の示すとおり、当社の取締役会に必要なスキルのうち、ESG及び人事労務につき

ましては、一層の充実を図る必要があると考えております。今後、不足しているスキ
ルを保有する人材の確保・育成を進めていきます。

各スキルが示す具体的な内容は、以下のとおりであります。
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氏　　　　　名
(生　年　月　日)

略歴、当社における地位
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る 当
社 の 株 式 数

やま だ けん じ

山 田 健 次
(1955年５月29日生)

2010年４月 当社入社

2010年８月 当社執行役員総務部長

2013年６月 当社取締役執行役員総務部長、業務

監査室担当

2016年４月 当社取締役常務執行役員総務部長、

企画・管理部門統括

2017年４月 当社取締役常務執行役員、企画・管

理部門統括

2021年４月 当社取締役専務執行役員、企画・管

理部門統括

2022年４月 当社取締役参与（現任）

31,000株

<選任理由>

山田健次氏は、経営及び財務、コンプライアンスの豊富な経験・実績・知見を有するととも

に、当社において取締役を務め、経営者としての豊富な経験と幅広い知識を有していることか

ら、客観的かつ公正な立場で取締役の職務の執行を監査できると判断し、補欠の監査役候補者

としております。

第３号議案　補欠監査役１名選任の件

　第85回定時株主総会における補欠監査役の選任の効力は本総会の開始の

時までとされておりますので、法令に定める監査役の員数を欠くことにな

る場合に備え、改めて補欠監査役１名の選任をお願いするものでありま

す。

　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　その候補者は次のとおりであります。

（注）１. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２. 山田健次氏が監査役に就任された場合、当社は同氏との間で、会社法第427条第１項

に基づき、100万円又は会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い

額を限度として賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。

３. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任

保険契約を締結しており、当該保険契約により、被保険者が業務に起因して損害賠償

責任を負った場合における損害等を補填することとしております。山田健次氏が監査

役に就任された場合、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。

以上
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メ　　モ







株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。

何卒ご理解いただきますようお願い申しあげます。

株主総会会場ご案内図

東京都町田市原町田三丁目２番９号

レンブラントホテル東京町田

地下１階　珊瑚の間

TEL　042-724-3111

中央通り

小
田
急
町
田
駅

ＪＲ町田駅至八王子 　　　至横浜

レンブラントホテル東京町田
（町田中央図書館併設）

町田東急ツインズ

コンビニ

ターミナル口

ミーナ
町田

まちだターミナル
パーキング

〔最寄駅〕

ＪＲ横浜線　町田駅（ターミナル口）から徒歩約２分

小田急線　町田駅から徒歩約10分


